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◆ ソフトウェアの受託開発が主力 
システムサポート（以下、同社）グループは、同社と連結子会社 6 社（全て完

全子会社）で構成されており、ソリューション事業、アウトソーシング事業、プ

ロダクト事業を展開している（図表 1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ソリューション事業では、システムのコンサルティング、設計、開発を中心に、

データベース等のインフラ構築、クラウドサービスの利用・導入支援等を行

っており、17/6期の売上構成比は82.5%である（図表2）。ソフトウェアの受託

アナリスト：松尾 十作                  +81（0）3-6858-3216 
レポートについてのお問い合わせはこちら  info@stock-r.org 

（出所）届出目論見書を基に証券リサーチセンター作成 

グループ各社 ソリューション事業 アウトソーシング事業 プロダクト事業 その他

システムサポート
システム開発
インフラ構築支援
クラウドサービス導入支援

システム運用保守
データエントリーサービス

建築業向け工事情報管理システ
ム「建て役者®」などの開発・販売 ―

イーネットソリューションズ 各種ソリューションの導入 データセンター及び
関連プラットフォームサービス ― ―

Ｔ４Ｃ ERP製品導入コンサルティング ― ― ―

ＳＴＳメディック 医用機器等の販売、設置 システム運用保守 医用画像ファイリングシステム「T-
File®」の販売、導入支援 ―

アクロスソリューションズ ― ― モバイル受発注システム「MOS」の
開発・販売 ―

STS Innovation, Inc. ― 管理業務のアウトソーシング
サービス ―

海外情報提供サービス
海外メディア事業
人材紹介事業

STS Innovation Canada Inc. ― 管理業務のアウトソーシング
サービス ― ―

＞ 事業内容 

各種クラウドシステムの導入支援や既存システムのクラウド移行支援を行う 

技術力を背景にグルーバル・プレーヤーと連携 

【 株式情報 】 【 その他 】
株価 3,435円（2018年8月3日） 本店所在地 石川県金沢市  【主幹事証券会社】
発行済株式総数 2,420,000株 設立年月日 1980年1月29日 大和証券
時価総額 8,313百万円 代表者 小清水 良次  【監査人】
上場初値 4,000円（2018年8月2日） 従業員数 735人（2018年5月） EY新日本有限責任監査法人
公募・売出価格 1,750円 事業年度 7月1日～翌年6月30日
1単元の株式数 100株 定時株主総会 毎事業年度終了後3カ月以内

【 会社基本情報 】

売上高 前期比 営業利益 前期比 経常利益 前期比 純利益 前期比 EPS BPS 配当金
（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%） （円） （円） （円）

2016/6 8,112 - 201 - 181 - 152 - 86.2 55.5 3.0
2017/6 8,865 9.3 277 37.6 254 40.7 214 40.0 120.5 183.2 3.0
2018/6 予 9,932 12.0 387 39.6 362 42.2 215 0.9 114.9 - 3.0

（注）

決算期

1. 2016/6期より連結財務諸表を作成、2018/6期の予想は会社予想
2. 2017年12月16日付で1：5の株式分割を実施、1株当たり指標は遡って修正

【 4396 システムサポート　業種：情報・通信業 】

【 図表 1 】グループ各社の概要              
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開発が主力であり、業種や業務を問わず幅広く対応している。独立系であ

ることから、顧客の要望にあったシステムを適切に選択し提案している。契

約形態は、技術者を派遣して工数をベースとした料金を請求する派遣契約

と同社が一括で開発を請け負う一括請負契約がある。派遣契約は安定した

利益率が見込め、一括請負契約はコスト管理次第で高い利益率が見込め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
アウトソーシング事業は、データセンターサービス、ソリューション事業にお

いて開発に携わったシステムに関する顧客企業の要員への教育、ヘルプ

デスクの運用保守等を行っている。 
 
プロダクト事業は、同社グループによるパッケージソフトの開発・販売や販売

先企業の用途に応じたカスタマイズを行っている。現在販売しているパッケ

ージソフトの主要製品や導入実績は以下のとおりである。 
1. 建築業向け工事情報管理システムである「建て役者®」は、新築及びリ

フォーム業務の商談から始まる顧客管理、工程、原価、点検、引渡後

の検査等までを一元管理するものである。18 年 6 月時点で全国 510
社への販売実績がある。 

2. 小口取引専用の受発注システムである「MOS」は、FAX・電話発注の

代わりとなる、モバイル WEB 受発注システムである。リーズナブルな価

格設定に加えて、顧客がデータを送付するだけで商品の登録、更新、

削除が出来るシステムとなっている。6 月時点で 70 社への導入実績が

ある。 
3. 医用画像ファイリングシステム「T-File®」は、病院やクリニック等の医療

機関向けシステムで、所見（手書き含む）や画像等をファイリングするシ

ステムである。6 月時点で約 400 施設への導入実績がある。 
 
◆ システムサポートの 4 つの特色 

同社の特色としては、①既存システムのクラウド環境への移行・導入に強み

があり、②米国 ServiceNow 社の IT サービスマネジメントを行うためのクラウ

ドサービス「ServiceNow」の国内での導入支援で先行している、③利益率の

高い自社開発のパッケージソフトを販売している、④顧客の継続性の高さと

いった点が挙げられる。 

売上高 前期比 構成比 売上高 構成比
ソリューション 7,315 6.6% 82.5% 6,050 82.4%
アウトソーシング 1,176 23.5% 13.3% 1,012 13.8%
プロダクト 328 26.0% 3.7% 240 3.3%
その他 45 19.8% 0.5% 36 0.5%
合計 8,865 9.3% 100.0% 7,339 100.0%

18/6期第3四半期累計17/6期事業別

＞ 特色・強み 

【 図表 2 】事業別売上高構成           （単位：百万円） 

（出所）届出目論見書を基に証券リサーチセンター作成 
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既存システムのクラウド環境への移行・導入に強みがあるのは、関連資格要

員の育成に同社が尽力し、高度な技術者を多数擁していることが顧客に評

価されているためである。例えば、リレーショナルデータベース注 1 管理シス

テムである「Oracle Database」を取り扱う技術者数において、米 Oracle 社の

日本法人である日本オラクル（4716 東証一部）が認定する最上位資格注 2 の

単年度取得者数（集計期間 16 年 6 月から 17 年 5 月）は国内 3 位である。 
 
ServiceNow は、フォーブス誌が選ぶ世界上位 2,000 社のうち、4 割以上が

利用していると言われる、競争力の高いシステムである。同社は北米子会社

を通じて北米の最新 IT 情報を入手し、15 年に ServiceNow 社とパートナー

契約を結び、17 年には、導入実績で評価される「Bronze Service Partner」に
日本企業として初めて認定された。 
 
プロダクト事業でパッケージソフトを販売しているが、17/6 期のプロダクト事

業のセグメント利益率は 44.8%と、ソリューション事業の 22.4%、アウトソーシ

ング事業の 29.7%より高くなっている。パッケージソフトは自社開発のため、

利益率が高くなっている。 
 
人的ネットワークにおいて、顧客との良好な関係を築き、安定、かつ継続し

た取引関係の構築に同社は尽力している。その結果、16/6 期に売上計上

のあった顧客のうち、17/6 期にも引き続き売上計上があった顧客数の割合

は 75.9%となっている。 
 
◆ 高い成長性が見込まれるクラウドサービス市場 

平成 28 年度版情報通信白書によると、15 年から 20 年に至るクラウドサービ

ス市場の年平均成長率は 25.0%と高い伸びが見込まれている（図表 3）。ま
た、18年 6月調査の日銀短観によると、18年度の国内ソフトウェア投資計画

額は全規模で前年度比 11.4%増が計画されているが、同社が直接受注して

いる企業が多い中堅企業では同 27.6%増と伸び率が高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＞ 事業環境 

（注 1）リレーショナルデータ
ベース管理システム 
表形式でデータを格納した
複数のテーブルを関連付け
することができるデータデ
ース。 
 
（注 2）最上位資格 
Oracle Master Platinum 
Oracle Database 11g/12c を指
す。 
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（%） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 競合状況 

企業の情報システムをクラウド環境に構築、移行する企業は多い。Oracle のリ

レーショナルデータベース管理システムを組み込んだ情報システムをクラウド

環境で構築、または既存のシステムをクラウド環境に移行する場合において、

同社は競合先が見当たらないと説明している。 

6.8
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0

5

10

15

20

25

30

35

大企業 中堅企業 中小企業 全規模合計

17年度 18年度計画

【 図表 3 】主要グローバル ICT 市場の規模と成長性  

（出所）平成 28 年度版情報通信白書 

【 図表 4 】国内ソフトウェア投資計画（前年度比）         

（注）大企業：資本金 10 億円以上、中堅企業：資本金 1 億円以上、10 億円未満、 
   中小企業：資本金 1 億円未満 
（出所）日銀短観（18 年 6 月調査）を基に証券リサーチセンター作成 
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ServiceNow 社の「Bronze Service Partner」としては、同社の他に日立製作所

（6501 東証一部）の完全子会社である日立ソリューションズがいるが、市場が

大きいため受注で争うことはないようである。 
 
◆ 過去の業績推移 
同社の業績は 13/6 期以降開示されている（図表 5）。15/6 期単体業績は、売

上高が前期比6.5%増と14/6期の同9.6%増から増収率が下がり、経常損失を

計上した。受注案件で 1 件の不採算案件の対応に手間取り、新規開拓が進

まず売上高成長、及び損益に影響した。再発防止策として、16/6 期以降、受

注金額30百万円以上の案件については、見積り・提案、契約締結、検収など

の各段階において、管理本部による進捗及び採算状況のチェックを実施して

いる。 
 
16/6 期から連結財務諸表を作成している。子会社別の業績は開示されてい

ないが、売上高ではイーネットソリューションズやＴ4Ｃの貢献が大きいよう

である。なお、16/6 期の単体売上高が前期比 1.8%減となったのは、15/6 期

において不採算案件の発生により新規開拓が進まなかったことが影響してい

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 17 年 6 月期業績 

17/6 期業績は、売上高 8,865 百万円（前期比 9.3%増）、営業利益 277 百万

円（同 37.6%増）、経常利益 254 百万円（同 40.7%増）、親会社株主に帰属す

る当期純利益 214 百万円（同 40.0%増）であった。 
 
ソリューション事業は、売上高 7,315 百万円（前期比 6.6%増）、セグメント利益

1,638 百万円（同 3.5%増）であった。データベース関連及びクラウド導入支援

サービスによる新規受注等が貢献した。アウトソーシング事業は、保守運用業

務の受注拡大により、売上高 1,176 百万円（同 23.5%増）、セグメント利益 348
百万円（同 22.8%増）であった。プロダクト事業は、受注堅調とカスタマイズ案

件の増加により、売上高 328 百万円（同 26.0%増）、セグメント利益 147 百万

円（同 4.6 倍）であった。 
 

＞ 業績 

売上高 経常利益 売上高 経常利益
13/6期 5,141 60 -  -  
14/6期 5,635 100 -  -  
15/6期 6,001 163 -  -  
16/6期 5,892 135 8,112 181
17/6期 6,509 181 8,865 254

単体 連結

【 図表 5 】業績推移       （単位：百万円）                  

（注）16/6 期より連結財務諸表を作成 
（出所）届出目論見書を基に証券リサーチセンター作成 
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◆ 18 年 6 月期第 3 四半期 

18/6期第3四半期累計業績は、売上高7,339百万円、営業利益351百万円、

経常利益 328百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益 193百万円であ

った。18/6期の同社計画に対する進捗率は、売上高 73.9%、営業利益 90.9%
経常利益 90.8%である。なお、特別損失として減損損失 27百万円を計上した

が、親会社株主に帰属する四半期純利益の通期計画に対する進捗率は

89.8％となっている。 
 
セグメント別では、ソリューション事業は、売上高 6,050百万円、セグメント利益

1,407 百万円、通期計画に対する売上高の進捗率は 74.2%であった。電力事

業、人材サービス業、自動車関連業向けの開発案件の継続及び受注、デー

タベース関連及びクラウド導入支援サービスなどの好調な推移によるもので

あった。アウトソーシング事業は、売上高 1,012 百万円、セグメント利益 316 百

万円、通期計画に対する売上高の進捗率は 72.4%であった。プロダクト事業

は、売上高 240 百万円、セグメント利益 102 百万円、通期計画に対する売上

高の進捗率は 72.3%であった。 
 
◆ 18 年 6 月期の会社計画 
同社の 18/6 期計画は、売上高 9,932 百万円（前期比 12.0%増）、営業利益

387 百万円（同 39.6%増）、経常利益 362 百万円（同 42.2%増）、親会社株主

に帰属する当期純利益 215 百万円（同 0.9%増）である（図表 6）。 
 
セグメント別売上高予想では、ソリューション事業8,153百万円（同11.5%増）、

アウトソーシング事業 1,397 百万円（同 18.8%増）、プロダクト事業 332 百万円

（同 1.1%増）、その他 49 百万円（同 9.6%増）である。 
 
ソリューション事業においては、第 3 四半期累計の実績に、第 4 四半期での

既存社員の稼働状況を踏まえ、顧客及び契約区分別に積み上げた予想数

値である。増収率が前期比 11.5%増と 17/6期の同 6.6%増より高まる見込みで

あるのは、既存システムのクラウド環境への移行・導入の案件が増加基調に

あるためである。 
 
アウトソーシング事業、及びプロダクト事業においては、第 3 四半期累計の実

績に、第 4 四半期での既存及び新規顧客の獲得予定を考慮した予想数値で

ある。プロダクト事業の増収率が 1.1%と 17/6 期の 26.0%より縮小する見込み

なのは、17/6 期においては、カスタマイズ案件が数件あったものの、18/6 期で

はカスタマイズ案件がなくライセンス販売が中心となったためである。 
 
18/6 期第 4 四半期においては特別損益を見込まないことから、18/6 期の税金

等調整前当期純利益は 334 百万円（前期比 38.8%増）を予想しているが、法

人税等 118 百万円（同 4.5 倍）を計上予定から、親会社株主に帰属する当期

純利益は 215百万円（同 0.9%増）と微増益の計画である。法人税等が前期比
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で大きく膨らむのは、国内の連結子会社 4 社とも最終損益が黒字見通しのた

め、税負担が増す見込みとなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 中期計画 
同社の成長戦略として、ソリューション事業での強みを活かした成長に加えて

プロダクト事業でのパッケージソフトの拡販を目指している。 
 
ソリューション事業では、クラウドサービス市場の成長性が豊かであることに加

えて、Oracle などデータベースのクラウドシステムの導入及び企業の既存シス

テムのクラウド環境への移行に強みがあり、堅調な展開が見込めるとしてい

る。 
 
プロダクト事業においては、統合型基幹システム「役者シリーズ」の販売を検

討中の模様である。「役者シリーズ」は同社が開発し、グループ各社の情報シ

ステムとして利用している。更に改善を図った後に外販するようである。リリー

ス後は「建て役者®」の導入先である顧客を中心に販売したいとしている。 
 
◆ 協力会社との連携体制について 
同社グループは、外注会社である協力会社との連携により事業を運営してい

る。17/6 期の連結決算の総製造費用に占める外注費の割合は 28.3%で、事

業の継続、及び拡大において協力会社との関係は重要である。成長を持続

するためには、協力会社自体の要員増、もしくは協力会社数の増加が要とな

る。したがって、協力会社を確保できない、若しくは関係に変化が生じた場合、

同社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 
 
◆ 筆頭株主は従業員持株会 
同社の筆頭株主は、システムサポート従業員持株会で、18 年 6 月時点での

保有株数は730,760株と、上場時点の発行済株式数の30.2%に相当する。90

売上高 前期比 構成比 売上高 前期比 構成比
ソリューション 7,315 6.6% 82.5% 8,153 11.5% 82.1%
アウトソーシング 1,176 23.5% 13.3% 1,397 18.8% 14.1%
プロダクト 328 26.0% 3.7% 332 1.1% 3.3%
その他 45 19.8% 0.5% 49 9.6% 0.5%
売上高合計 8,865 9.3% 100.0% 9,932 12.0% 100.0%
売上原価 6,731 2.1% 75.9% 7,478 7.0% 75.3%
販売費及び一般管理費 1,855 -49.4% 20.9% 2,067 11.4% 20.8%
営業利益 277 21.1% 3.1% 387 39.6% 3.9%
経常利益 254 96.8% 2.9% 362 42.2% 3.6%
親会社株主に帰属する当期純利益 214 - 2.4% 215 0.9% 2.2%

17/6期 18/6期予想

（注）予想は会社予想 
（出所）適時開示資料を基に証券リサーチセンター作成 

【 図表 6 】18 年 6 月期の会社予想                   （単位：百万円） 

＞経営課題/リスク 
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日間のロックアップ期間終了後に短期間に大量の株式を売却した場合、同社

株式の需給バランスが悪化する場合があり、株価が不安定となる可能性があ

る。 
 
◆ 低い自己資本比率 
同社の 17/6 期末の長・短借入金及びリース債務等の有利子負債合計額は

1,674 百万円と負債純資産合計に対し 45.7%の水準にある。また、自己資本

比率は 9.4%と低い水準にある。上場に伴う新規発行株式による手取調達額

858 百万円については、19/6 期に実施予定の大阪支店移転に伴う設備投資

に 45 百万円、残額を短期借入金の返済資金の一部として充当する方針であ

る。そのため19/6期末には有利子負債は削減される見通しで、19/6期末の自

己資本比率は改善に向かう可能性がある。 
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（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%）
売上高 8,112 100.0 8,865 100.0 7,339 100.0
売上原価 6,232 76.8 6,731 75.9 5,509 75.1
売上総利益 1,879 23.2 2,133 24.1 1,830 24.9
販売費及び一般管理費 1,678 20.7 1,855 20.9 1,478 20.1
営業利益 201 2.5 277 3.1 351 4.8
営業外収益 19 -　 19 -　 7 -　
営業外費用 40 -　 41 -　 30 -　
経常利益 181 2.2 254 2.9 328 4.5
税引前当期純利益 180 2.2 240 2.7 300 4.1
親会社株主に帰属する当期（四半期）純利益 152 1.9 214 2.4 193 2.6

（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%）
流動資産 2,579 75.1 2,744 74.9 3,393 78.0

現金及び預金 863 25.1 1,125 30.7 1,441 33.1
売上債権 1,230 35.8 1,306 35.6 1,576 36.3
棚卸資産 320 9.3 127 3.5 190 4.4

固定資産 856 24.9 920 25.1 955 22.0
有形固定資産 374 10.9 315 8.6 291 6.7
無形固定資産 223 6.5 288 7.9 290 6.7
投資その他の資産 258 7.5 316 8.6 373 8.6

総資産 3,435 100.0 3,664 100.0 4,349 100.0
流動負債 2,607 75.9 2,480 67.7 2,972 68.3

買入債務 377 11.0 405 11.1 487 11.2
短期借入金 1,160 33.8 980 26.7 1,420 32.6
1年以内長期借入金 123 3.6 129 3.5 146 3.4

固定負債 729 21.2 839 22.9 842 19.4
長期借入金 293 8.5 417 11.4 435 10.0

純資産 98 2.9 344 9.4 534 12.3
自己資本 98 2.9 344 9.4 534 12.3

営業キャッシュ・フロー 299 481
減価償却費 139 166

投資キャッシュ・フロー -254 -176

財務キャッシュ・フロー -151 -118
配当金の支払額 - -

現金及び現金同等物の増減額 -113 189
現金及び現金同等物の期末残高 569 759

キャッシュ・フロー計算書 2016/6 2017/6
（百万円） （百万円）

損益計算書 2016/6 2017/6 2018/6 3Q累計

貸借対照表 2016/6 2017/6 2018/6 3Q

【 図表 7 】財務諸表 

（出所）届出目論見書を基に証券リサーチセンター作成 



 

証券リサーチセンターは、株式市場の活性化に向けて、中立的な立場から、アナリスト・カバーが不十分な企業を中心にアナリス

ト・レポートを作成し、広く一般にレポートを公開する活動を展開しております。 
※当センターのレポートは経済産業省の「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」を参照しています。 
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アナリストによる証明 

本レポートに記載されたアナリストは、本レポートに記載された内容が、ここで議論された全ての証券や発行企業に
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受けないことを保証いたします。 
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